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（図１ 韓国のHome Tax）

「魔法陣で財務諸表データ
インポート機能拡充」

今後の電子申請に向けたトレンド（前編）
～番号制度がもたらすプッシュ型行政サービスの展望～

プッシュ型行政サービスとは

政府は社会保障・税番号大綱を６月３０

日に発表しました。大綱が法制化される

と、全ての国民を対象とした番号制度が

構築されることになり、行政サービスに

とっても大きな変革の機会になると考え

ております。

日本の行政サービスは、長年にわたり

「申請主義」を前提としていました。つ

まり、行政に対する申請・申告は国民の義務であり、国民からの申

請・申告を受付けることで始めて行政の様々な業務が執行されま

す。その結果、申請・申告を忘れたり、内容に過誤があった際の責

任は申請者である国民にあり、それにより不利益が生じる可能性も

あります。

一方、海外の先進諸国では「プッシュ型行政サービス」が急速に

進展しています。国民に対する申請・申告すべき内容の告知や、内

容の確認等が文書による通知もしくはインターネット等を通じて行

われ、手続の漏れや過誤を防ぐことで、国民の不利益を極力抑える

努力がなされています。

また、プッシュ型行政サービスは申請の効率化にも大きな貢献が

期待できます。例えば、今日の日本では申請を行う際に必要な住民

票や印鑑証明などの証明書類は、それらが保管されている管轄の窓

口で交付を受け、証明書を添付した上で申請を行うことになってい

ますが、プッシュ型行政サービスでは証明書類は行政のバックオフ

ィスで交換されるため、申請をワンストップで完結させることがで

きます。

こうしたプッシュ型行政サービスは、国民に付与された番号によ

り個人の情報を連携させることで成り立ちます。番号制度は、新た

な行政サービスに向けた変革の契機と位置づけることができます。

海外の電子申請の先進事例

プッシュ型行政サービスの典型的な海外事例を、いくつか紹介し

たいと思います。

デンマークでは、市民向けポータルを介した行政サービスが普及

しています。その中でも特徴的なポータルが「My－Page」と呼ば

れる個人向けポータルで、電子証明書によりMy－Pageにログイン

すると、行政機関が保有している自分や家族に関連する情報が一覧

表示されます。過去に行った申請内容や、申請可能な助成金や交付

金の案内、利用可能な教育や福祉施設などの情報が表示され、申請

や予約がその画面から行えます。

スウェーデンでは、「記入済み税務申告」による申告の簡便化がな

されています。毎年１月に関係する機関から、給与支払情報や銀行

の利子、不動産売却益、有価証券取引益等の情報が国税庁に寄せら

れ、４月に「記入済み税務申告書」が納税者に郵送されます。納税

者は内容を確認し、５月末までに回答を行うことで申告が終了しま

す。訂正事項があれば郵送もしくはインターネットで回答し、修正

がない場合はSMS（メールの一種）や電話等で国税庁に一報を入

れるだけで申告が完了する仕組みです。

韓国では、スウェーデンの記入済み税務申告に似たサービスを、

インターネットを介した「Home Tax」と呼ばれるサービスで実

施しています。Home Taxにログインすると、個人の年間の給与

所得や金融所得、医療費、教育費などが記載された画面が表示され、

訂正箇所を画面上で入力することで申請が完了します。（図１参照）

また、韓国では、事業者の売上実態を確実に把握するために、消

費者向けの税額控除制度が導入されております。総給与額の２０％を

超過する現金使用額の２０％が５００万ウォンを限度として年末調整時

に所得控除の対象となります。買物時に「クレジットカード」もし

くは「現金領収書」を提示すると、店の端末から国税庁にリアルタ

イムで住民登録番号と購入金額が伝達され、現金使用額が国税庁に

記録され年末時に控除され、そこの結果がHome Taxに反映され

ます。

番号制度の役割

さて、これら海外の電子申請が実現している背景には、個人を特

定するための番号制度が前提になっています。行政機関には個人に

関わる膨大な情報が蓄積されていますが、それらの情報を目的に応

じて関連付ける上で、番号は欠かせない制度と言えます。

デジタルネットワーク社会と呼ばれる今日では、インターネット

を通じて様々なサービスが提供されていますが、見えない相手に対

して本人であることを証明したり、本人が提出した文書であること

を証明するための印鑑に代わる手段が必要になります。その手段と

して、電子認証や電子署名といった技術が用いられますが、これら

の基盤になるものが、本人を識別するための番号です。つまり、番

号制度はデジタルネットワーク社会における社会基盤の役割を担っ

ています。

政府が導入に向けた検討を進めている社会保障・税番号も、こう

したデジタルネットワーク社会における社会基盤として期待される

ものです。

（以下１１月号につづく）

情報システム委員会では９月６日に電子申告推進委員会議を開催しました。各支部電子申告推進委員

に対し、今年度の電子申告利用促進に関する今後の考え方や本会が実施する具体的施策を説明しまし

た。その会議の中の記念講演として電子データの巧みな活用方法についてお二人の方にお話頂きまし

た。今回は、そのお一人から今話題になっている番号制度についてのお話です。

講師はNPO法人東アジア国際ビジネスセンター(EABuS)事務局長である安達和夫氏です。同法人は

「デジタルネットワークの利活用による、国際的に魅力あるビジネス環境の実現」を活動理念とする内

閣府認定のNPO法人です。前後編２回にわたってお届けします。

ミニセミナー

◆日時：平成２３年１０月１７日（月）
午後１時～２時

◆場所：東京税理士会館２階 会議室

・拡張科目増加で対応範囲大幅拡張
・エラー科目を再設定し、即時再取込可能
・新機能で使いやすさが向上
※データインポートを中心に開催します。
定員：先着２０名
講師：東京税理士会情報システム委員会委員
対象：本会会員、事務所職員 ※無料
事前申込制です。メール、お電話でお申し込みください。
e－mail : johosystem@tokyozeirishikai.or.jp
※タイトルを「ミニセミナー申込」としてください。
（記載事項（①支部、②登録番号、③氏名）
TEL：０３－３３５６－４４６７（東京税理士会事務局業務研修課）
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